
七⼗七グループは持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）を⽀援しています。

地域企業向け⽀援の取組状況について

もっと、ずっと、地域と共に。

２０２４年１０⽉２８⽇

中堅企業等の成⻑促進に関する
東北地域ワーキンググループ

株式会社七⼗七銀⾏

資料３



会社概要会社概要
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名 称 株式会社七⼗七銀⾏
創 業 1878年（明治11年）12⽉9⽇
資本⾦ 246億円
従業員 3,801⼈（うち⾏員2,526⼈）
総資産 10兆4,712億円
貸出⾦ 5兆8,674億円

愛知県
1ヵ店

⼤阪府
1ヵ店

東京都
2ヵ店

岩⼿県
2ヵ店

宮城県
本⽀店122ヵ店
出張所6ヵ店

(拠点数︓93拠点)

⼭形県
1ヵ店

秋⽥県
1ヵ店

⻘森県
⽀店1ヵ店、法⼈営業所1ヵ所

北海道
1ヵ店

店舗等ネットワーク（２０２４年９⽉末時点）

栃⽊県
法⼈営業所1ヵ所

主な業務会社名（設⽴年⽉）

リース業務七⼗七リース （1974年11⽉）
信⽤保証業務七⼗七信⽤保証 （1978年10⽉）
クレジットカード業務七⼗七カード （1983年2⽉）
⾦融商品取引業務七⼗七証券 （2016年7⽉）
ファンド運営業務七⼗七キャピタル （2016年7⽉）
調査研究業務
コンサルティング業務

七⼗七リサーチ＆コンサルティング
（2018年7⽉）

ファンド運営業務
(マジョリティ投資あり)七⼗七パートナーズ （2021年12⽉）

⼈材紹介業務
結婚相談所の運営七⼗七ヒューマンデザイン （2022年8⽉）

ITコンサルティング業務七⼗七デジタルソリューションズ (2023年5⽉）

保険募集業務七⼗七ほけんサービス （2024年3⽉）
事務計算受託業務七⼗七ビジネスウィズ （2024年9⽉）

グループ会社（２０２４年９⽉末時点）

プロフィール（２０２４年３⽉末時点）
しちじゅうしち

上海駐在員事務所
シンガポール駐在員事務所(※)

(※)2025年4⽉、
シンガポール現地法⼈開業後に
閉所予定

（海外）

福島県
6ヵ店



ネットワーク体制経営計画「『Vision 2030』〜未来を切り拓くリーディングカンパニー〜」

2/9



ネットワーク体制経営計画「『Vision 2030』〜未来を切り拓くリーディングカンパニー〜」
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ネットワーク体制地⽅創⽣への取組み

創業・新規事業⽀援
ベンチャーファンド等による各種資⾦供給⽀援
ＩＰＯ⽀援

１ 創業・新規事業⽀援

地⽅創⽣にかかる４つの重点推進項⽬

販路開拓・拡⼤⽀援
海外ビジネス⽀援
事業承継・M&A⽀援

２ 地域中核企業⽀援・育成

地域開発プロジェクトへの参画
外部機関と連携した⽀援
官⺠連携事業の促進

３ まちづくり事業の促進

観光関連産業の事業化・成⻑⽀援
インバウンド成⻑⽀援
観光客受⼊体制整備⽀援

４

 地⽅公共団体と締結している「地⽅創⽣に向けた
包括連携に関する協定」等に基づく取組みの⼀環
として、⺠間資⾦や⺠間ノウハウの活⽤に向けた
官⺠の情報共有および対話促進を継続的に展開
する場である「みやぎ広域PPPプラットフォーム
（MAPP）」を形成。

 官⺠共同セミナーや地⽅公共団体と⺠間事業者を
つなぐマッチングイベントを定期的に開催している。

みやぎ広域PPPプラットフォーム（通称︓MAPP）

七⼗七銀⾏（事務局）

地⽅公共団体
宮城県および宮城県内すべての
地⽅公共団体︓３６団体
福島県の地⽅公共団体︓2団体

⾦融機関、⼤学等
政府系⾦融機関、シンクタンク、

とうほくPPP/PFI協会
東北⼤学等

⺠間事業者
不動産、商社、IT・DX
通信、建設、リース、
コンサル、メディア

MAPP

マップ

観光振興⽀援等
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ネットワーク体制

コンサルティング営業体制 各種実績の推移

コンサルティング営業の取組み

（2024年3⽉31⽇時点）

 M＆A成約件数
2023年度2022年度2021年度

11件17件11件

 事業承継⽀援先数
2023年度2022年度2021年度

927件804件731件

顧客の課題・
ニーズの収集

コンサルティング
体制の充実

36名地域サポートチーム資⾦調達の多様化

13名事業承継・M&Aチーム事業承継

2名サステナビリティ推進チームサステナビリティ

6名ビジネスコンサルチーム成⻑⽀援

5名ヘルスケアチーム医療・介護

10名経営改善アドバイザー等経営改善

3名半導体関連PT半導体

4名情報開発課ビジネスマッチング

18名アジアビジネス⽀援室（海外駐在含む）海外⽀援

5名地⽅創⽣推進デスク地⽅創⽣

1名スタートアップサポートデスク創業⽀援

29名ウェルスマネジメント室資産形成・資産承継

約130名が専⾨性の⾼いコンサルティング業務に従事

2023年度
42⼈

デジタル分野︓3⼈
⽇系⾦融機関国内拠点

国際・マーケット分野︓10⼈
⽇系⾦融機関海外拠点
⽇本貿易振興機構 等

ソリューション分野︓22⼈
東北⼤学
東京証券取引所
⽇系⾦融機関国内拠点
地元⺠間企業 等

地⽅創⽣分野︓7⼈
宮城県
地域経済団体 等

専⾨⼈材の育成

2012年度〜（累計） 約260⼈
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会社名
株式会社イービス藻類
産業研究所

地域企業向け⽀援の事例①︓スタートアップ⽀援
地域発ベンチャー企業の成⻑⽀援

本社所在地
宮城県⽯巻市

設⽴
２０１８年６⽉２０⽇

従業員数
約１０名

事業概要
藻類関連商品製造

【事業内容】
⽯巻市で実施されていた藻類培養プロジェクトを承継し、事業化を⽬的として
2018年に設⽴されたベンチャー企業。藻類を原材料とする商品は含有する
成分に独⾃性を持ち、国内初の⼤規模培養技術により⼀貫⽣産され、
サプリメント、加⼯⾷品、医薬品など、多⽅⾯で活⽤されている。

株式会社イービス
藻類産業研究所

事業譲渡
（培養PJ）

融資
海外輸出⽀援

製品販売

七⼗七キャピタル

七⼗七銀⾏

出資
（リスクマネーの供給）

スメーブジャパン株式会社

⺠間事業者
取引先との

ビジネスマッチング
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そうるい

【⽀援内容】
・事業化にかかる増資ニーズに対し、当社事業の成⻑性や社会的意義等を⾼く
評価し、関連会社の七⼗七キャピタルが出資。

・融資、海外輸出⽀援、取引先紹介等により、事業拡⼤を⽀援。

そうるい

そうるい



地域企業向け⽀援の事例②︓上場⽀援
地域密着型のアグリビジネスカンパニーへの上場⽀援

【事業内容】
福島県、⼭形県、栃⽊県、茨城県で農業資材や産直農産物を取扱う⼩売業者。
東⽇本⼤震災をきっかけに、より⼀層の事業拡⼤、信⽤の獲得のため上場を
⽬指すこととなった。

本社所在地
福島県須賀川市

設⽴
１９９４年８⽉１９⽇

従業員数
約４００名

事業概要
農業資材等の農業関連
商品の販売

会社名
グラントマト株式会社

七⼗七銀⾏ J-Adviser

東京証券取引所

⺠間事業者

グラントマト株式会社

上場にかかる情報提供

条件交渉

上場に向けた
助⾔・指導

同⾏訪問

融資
上場にかかる情報提供
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【⽀援内容】
・事業拡⼤、信⽤の獲得を⽬指していた当社に対して、TOKYO PRO Market
（以下TPM）に関する情報提供を実施。

・上場にかかる継続的な情報提供のみならず融資や取引先とのビジネスマッチング
などの事業拡⼤⽀援を継続し、2022年2⽉、TPM上場に⾄った。

取引先との
ビジネスマッチング

＜ＩＰＯ⽀援にかかる連携協定＞
2017年11⽉に東北⼤学および東京証券取引所と連携協定を締結し、IPO⽀援に取り組んでいる。



中堅企業への取組み
本部主導による中堅企業への取組み

経営改善⽀援
IPO⽀援・補助⾦

Ｍ＆Ａ⽀援

海外販路開拓⽀援

資本政策

デジタル化⽀援

⼈材紹介⽀援

脱炭素⽀援
事業計画策定⽀援

スタートアップ⽀援

○七⼗七グループで様々なソリューションを提供
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・中堅企業のうち本部主導先を抽出

・課題共有に向けた対話の深化

・顧客ニーズを起点としたソリューションの提供
・中堅企業成⻑促進パッケージの活⽤

⼤企業

中堅企業

中⼩企業

成⻑

成⻑

○段階的な成⻑を⽀援

想定される課題
設備投資・⽣産性向上

⼈材の確保
経営改善・事業再⽣
ＧＸ、ＤＸへの対応
事業承継・Ｍ＆Ａ

スタートアップ・ＩＰＯ
輸出・海外展開 他

 地域経済の活性化、雇⽤の拡⼤、
地域資源の活⽤、⼈材流出の抑制

・モデルケースを積み上げ成⻑⽀援を加速

【当⾏における課題】
 ⾼度なコンサルティングサービスを提供できる専⾨⼈材の育成
 ⽣産性向上による⼈員創出と渉外⼈員⽐率の向上
 ソリューションメニューの拡⼤に向けた事業領域の拡⼤




